
 

令和５年度  

鳥取県みんなで取り組む農業農村保全活動推進会議（第１回） 
 

日時 令和５年８月２９日（火） 

午後１時３０分～ 

場所 鳥取県４階 農林水産部会議室  

 

 

１  開  会 

 

 

２  あいさつ 

 

 

３  議  事  

（１）令和４年度（第２回）意見への対応状況       P５～７ 

 

（２）みんなで取り組む農山村保全活動支援事業の実施状況 P８～１０ 

    

（３）多面的機能支払交付金の施策評価報告について    P１１～５０ 

 

（４）その他                     

 

 

４  閉  会  

 



 



鳥取県みんなで取り組む農業農村保全活動推進委員会 

委員名簿 

 

 

１．委 員 

（敬称略 50 音順） 

氏 名 所 属 等 備 考 

影井 利成 公益財団法人鳥取県農業農村担い手育成機構 農地業務課長  

小谷 知載 日田を良くする会 代表  

椿 善裕 公益財団法人とっとり県民活動活性化センター 企画員  

山口 和宏 公立鳥取環境大学経営学部 講師  

 

２．鳥取県及び委員会事務局 

 

氏 名 所 属 等 備 考 

森田 智彦 鳥取県農林水産部 農業振興局 農地・水保全課長  

武本 将典 農地・水保全課 企画･保全支援担当 農林技師 事務局 

石田 敬 農地・水保全課 企画･保全支援担当 農林技師 事務局 

田原 佳典 農地・水保全課 企画･保全支援担当 農林技師 事務局 
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鳥取県みんなで取り組む農業農村保全活動推進会議開催要領 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、日本型直接支払交付金（中山間地域等直接支払交付金、多面的機能

支払交付金、環境保全型農業直接支払交付金）及び中山間ふるさと・水と土保全対策事

業（以下「農業農村保全活動推進事業」という。）実施に関する有識者等の意見を聴取

することを目的として開催する鳥取県みんなで取り組む農業農村保全活動推進会議（以

下「推進会議」という。）の運営について、必要な事項を定めるものである。 

 

（意見を求める事項） 

第２条 推進会議は、次の事項について、専門的見地等に基づく意見を聴取する。 

（１）農業農村保全活動推進事業の実施状況等の点検、評価に関する事項 

（２）農業農村保全活動推進事業の効果的な推進のための指導、助言に関する事項 

（３）中山間地域等直接支払交付金における知事特認地域の指定基準の検討に関する事項 

（４）その他必要な事項 

 

（構成員） 

第３条 推進会議は、意見を求める事項に関して知識又は経験を有する者のうちから農

地・水保全課長が依頼した者（以下「委員」という。）により構成する。 

 

（座長）  

第４条 推進会議に座長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 座長は会議の進行を務めるものとし、座長に事故のあるときは、あらかじめその指名

する委員が代理する。 

 

（会議） 

第５条 推進会議は、農地・水保全課長が必要に応じて招集し、開催する。 

２ 農地・水保全課長は、必要があると認めるときは、推進会議に委員以外の者を出席さ

せることができる。 

 

（庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、農地・水保全課において行う。 

 

（雑則） 

第７条 この要領に定めるもののほか、推進会議の運営等に関して必要な事項は、農地・

水保全課長が別に定める。 

 

 

附 則 

この要領は、平成３１年３月１日から施行する。 
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委員会の設置根拠 

 「日本型直接支払制度（中山間地域等直接支払交付金、多面的機能支払交付金、環境保全型農

業直接支払交付金）」及び「中山間ふるさと・水と土保全対策事業」では、それぞれの実施要綱、

要領等に基づいて、事業実施に係る点検や評価、調整を行うことを目的として、中立な第三者機

関を設置し、委員会を毎年度開催することとなっています。 
 

１．日本型直接支払交付金 

（１）中山間地域等直接支払交付金 

 ① 要領等による規定 

○実施要領第８の２： 

都道府県は、交付金の交付が計画的かつ効果的に推進されるよう市町村及び関係団体に

助言するとともに、交付金の交付状況の点検、市町村の対象農用地の指定の評価、特認地

域及び特認基準についての審査検討を行う中立的な第三者機関を設置する。 

○実施要領の運用第１３： 

実施要領第８の「中立的な第三者機関」の構成員は、中山間地域問題等について高い学 

識経験を有する者であって、交付金の執行に当たって利害関係を有しない者とする。なお、 

既存の審議会、協議会等を活用する場合にあっても、交付金に係る利害関係者を除くもの 

とする。 

② 具体的な役割等 

  知事特認地域の認定基準見直しや、対策中間年及び最終年（３年目と５年目）に該当する

年度は、関係する審議や評価をいただく他、毎年度の交付金交付状況、各市町における取組

状況等を点検していただき、御指導・御助言をいただきます。 

 

 

（２）多面的機能支払交付金 

 ① 日本型直接支払推進交付金交付等要綱・県基本方針による規定 

○交付等要綱 （別紙１） 多面的機能支払交付金に係る推進事業第１の３（１） 

多面交付金の毎年度の実行状況の点検、多面交付金による取組の評価等を行うため、第

三者機関として、第三者委員会を設置する。 

○多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針）第６の（２）の① 

  農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金の実施状況等の評価を行うため、第三者委

員会を設置・運営する。 

② 具体的な役割等 

  当該年度の交付金交付状況、各市町や集落における取組状況等を点検していただき、御指

導・御助言をいただきます。 

 

 

（３）環境保全型農業直接支払交付金 

① 要綱・要領等による規定 

○実施要綱第６の２： 

都道府県は、交付金による取組が計画的かつ効果的に推進されるよう市町村及び関係団

体に助言するとともに、交付金の交付状況の点検及び効果の評価を行う中立的な第三者機

関を設置する。 

○実施要領第１５： 

要綱第６の１及び２の中立的な第三者機関の構成員は、環境保全型農業について高い学

識経験を有する者その他環境の保全に関して知識や経験を有する者、公益を代表する者等

から選ぶものとする。ただし、交付金の執行に当たって利害関係を有する者を選ぶことは

できないこととする。 

なお、既存の審議会、協議会等を活用する場合にあっても、交付金に係る利害関係者を 

除くものとする。 
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○実施要領第１６： 

１ 事業の評価は、中間年評価及び最終評価とする。 

２ 都道府県知事は、市町村の協力を得て、中立的な第三者機関において、事業の評価を実

施するとともに、その結果を地方農政局長を経由して農産局長に報告することとする。 

 

② 具体的な役割等 

  対策中間年及び最終年（３年目と５年目）に該当する年度は、関係する審議や評価をいた

だく他、毎年度の交付金交付状況、各市町における取組状況等を点検していただき、御指導・

御助言をいただきます。 

 

 

２．中山間ふるさと・水と土保全対策事業 

 ① 要綱・要領等による規定 

○中山間ふるさと・水と土保全対策事業実施要綱 第７の１ 

都道府県は、保全対策事業を効果的に推進するため、学識経験者等から構成される都道

府県委員会を都道府県に設置するものとする。 

② 具体的な役割等 

  当該年度の事業の実施計画、実施結果に関して取組状況を点検していただき、御指導･御助

言を頂きます。 
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　令和４年度鳥取県みんなで取り組む農業農村保全活動推進会議（第２回）での意見への対応状況

委員質問 会議時の回答 その後の対応状況

1 中山間ふる水土

　各事業の内容は分かるが、活用のイ
メージが分かりにくい。多里集落が共生
の里で実施を予定していますが、大規模
圃場整備も行っている。様々な事業の実
際使われているストーリーが説明されて
いると理解しやすい。
　何かしたいときに探せる逆引き辞典の
ようなものがあると良い。

　イメージしやすく、今後進められる地域
計画の話し合いの中でも使っていただけ
るものを検討させていただきたいと思い
ます。
　主要な要望は逆引きできるように考え
たいと思います。

　当課として推進している田んぼダムの実
施の際に活用できる補助事業の解説資料
を作成しています。
　また、話題に上がったセンチピードグラス
を使った法面省力化について、活用可能
な事業を逆引き資料を作成しています。

2 田んぼダム

　田んぼダムは下流域の方に利益があ
るが、上流域は作業負担もあるので、両
者の理解を進める意味で、共生の里等
の連携はされていますか。

　今時点で共生の里を活用して、上流集
落を支援している地区はありませんが、
今回の田んぼダム研修会は農家さんだ
けではなく、地域の一般の方々にも参加
いただいていて、両者の理解が深まるよ
うに、今後も声をかけていく必要があると
考えています。

　モデルほ場での実証研修会等を通じて、
引き続き農家、地域住民の方へ田んぼダ
ムのやり方や効果等を周知していきます。
　共生の里活動での田んぼダムの実施に
は至っておりませんが、今年度の実証研
修には、現在、共生の里を実施している気
高町殿地区も出席いただき効果を実感い
ただきました。

3 環境直払

　環境直払の面積減少で経営規模拡大
による優先順位により、取組の面積が減
少という話はありましたが、これに対して
何か対策はありますか。

　農家の経営的な優先順位は直接の対
策は難しいと思います。
　みどりの食料システム戦略を進める中
で試験場や現場で技術の研究を進めて
いますので、それに興味を持っていただ
く方に技術的な支援も行いながら県とし
て支援していきたいと思います。

　３月８日開催の有機特栽推進塾が開催
され、環境直払交付金について、PRを
行った。
　昨年度、協力依頼を行った県農業改良
普及所の支援（１件）やPRチラシを農業改
良普及所等に配架した結果、それを見た
農業者から連絡（１件）があり、それぞれ令
和５年度新規申請に繋った。
　令和５年当初にも県農業改良普及所・農
業振興課にもPRパンフレットを配架し、継
続してPRを行っているところ。
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守
る
農
林
基
盤
交
付
金

市
町
村
等

市
町
村
に
よ
っ
て
異
な
る

●
国
庫
補
助
事
業
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
事
業

●
受
益
戸
数
２
戸
以
上
（
条
件
を
満
た
せ
ば
1
戸
も
可
）

☆
崩
れ
や
す
い
法
面
の
保
護
を
目
的
と
す
る
。

集
落
営
農
体
制
強
化
支
援
事
業

中
山
間
地
域
の
集
落

営
農
組
織

5
0
%

4
0
%
※
急
傾
斜
地
(田
：1
/2
0
以
上
、

畑
等
：1
5
°以
上
)

●
集
落
営
農
の
規
約
を
締
結
す
る
こ
と
。

●
地
域
計
画
の
目
標
地
図
（
人
・農
地
プ
ラ
ン
等
）
に
位
置
付
け
ら
れ

て
い
る
又
は
位
置
付
け
ら
れ
る
こ
と
が
確
実
で
あ
る
こ
と
。

●
「
集
落
営
農
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
策
定
に
お
い
て
、人
材
育
成
に
係
る
目
標

を
定
め
る
こ
と
。

植
生

被
覆

に
よ

る
農

地
法

面
の

管
理

省
力

化
に

活
用

可
能

な
事

業
農

地
の

草
刈

り
が

大
変

で
困

っ
て

い
ま

せ
ん

か
？

▸
植

生
被

覆
の

例
）

セ
ン

チ
ピ

ー
ド

グ
ラ

ス
高

さ
30

cm
程

度
の

イ
ネ

科
植

物
で

、
地

面
を

は
う

よ
う

に
拡

が
り

ま
す

。
そ

の
た

め
、

セ
ン

チ
ピ

ー
ド

グ
ラ

ス
が

被
覆

し
た

法
面

は
、

雑
草

の
侵

入
を

抑
制

し
、

草
刈

の
作

業
が

軽
減

さ
れ

ま
す

。
注
意
）
種
子
吹
付
か
ら
セ
ン
チ
ピ
ー
ド
グ
ラ
ス
が
定
着
す
る
ま
で
の
１
〜
２

年
は
き
め
細
や
か
な
法
面
の
管
理
が
必
要
で
す
。

草
刈

り
回

数
軽

減
！

セ
ン

チ
ピ

ー
ド

グ
ラ

ス

雑
草

が
繁

茂

種
子

吹
付

前
吹

付
後

2
年

目

一
面

に
セ

ン
チ

ピ
ー

ド
グ

ラ
ス

☆
下
記
事
業
を
活
用
し
、
植
生
被
覆
に
よ
り
草
刈
り
作
業
を
省
力
化
で
き
ま
す
。
ま
ず
は
お
住
ま
い
の
市
町
村
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
！

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

例
１
年
目

２
年
目

３
年
目

4
～
６
月

7
～
9

1
0
～
1
2

1
～
3

4
～
６

7
～
9

1
0
～
1
2

1
～
3

4
～
６

7
～
9

1
0
～
1
2

1
～
3

作
業

多
面
、中
山
間
、

集
落
営
農
体
制

し
っ
か
り
守
る

農
地
耕
作
条
件

法
面

調
査

、
草

刈
り

等
草

刈
り

等
種

子
吹

付
草

刈
り

、
灌

水
等

（
適

宜
）

草
刈

り
等

（
適

宜
）
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【報告事項】みんなで取り組む農山村保全活動支援事業の実施状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  

 
 
 

水路清掃の様子 農道の草刈りの様子 獣害対策の柵の設置 

R2 以降、新型コロナウイルスの影響で派遣回数や人数が減少していたが、5 類に移行した

こともあり、今年度は 7 月末時点で派遣地区数が 37 地区と以前の勢いを取り戻しつつあ

る。また、R4 に実施したオンラインでの市町への聞き取りや宣伝チラシの効果もあり、新

規地区が 10 地区と派遣地区を順調に増やしている。 

高齢化・後継者不足の進行により、農地や農業用水路などの維持管理が困難になっている

中山間地域の農山村集落に「農山村ボランティア」を派遣する派遣業務等を民間団体に委

託し、維持管理作業の支援や農村資源の保全、地域の活性化につながる活動を行う。 

 

令和 5 年度の近況 

35 35

19 23
33

27

11 11

6
12

5
10

114 121
73 86 83 60

670 753

440
482

372
236

0
100
200
300
400
500
600
700
800

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45
50

H30 R1 R2 R3 R4 R5.7

新規地区 継続地区 派遣回数 参加人数（地区）

（年度）

（人）
年度別実施地区数と新規地区の推移

農山村ボランティア 

R4 に単年活動を実施した２地区（殿地区・楠城地区）が協定締結の調印式を実施した。 

R5 は、マッチングを行い鳥取市上段地区と日本生命が話し合いを行っている。 

むらまち支え合い事業として、日南町多里地区と米子市啓成自治会が単年活動を開始した。 

 

共生の里・むらまち支え合い 
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気
高

町
殿

地
区

気
高
町
殿
地
区

地
区
位
置

項
目

活
動

概
要

活
動
実
績

農
地

・
農

業
用

施
設

の
保

全
管

理
・

農
道

の
草

刈
り

、
布

勢
の

清
水

水
源

池
の

清
掃

・
有

害
鳥

獣
防

止
柵

の
設

置
・

芝
桜

の
定

植

・
芝

桜
の

差
し

芽
作

り
の

実
施

・
神

社
境

内
の

落
ち

葉
等

の
片

付
け

、
水

源
地

の
掃

除
・

芝
桜

の
定

植
作

業

遊
休

農
地

の
再

生
及

び
営

農
作

業
・

交
流

畑
で

の
農

産
物

育
成

、
収

穫
・

耕
作

放
棄

地
の

草
刈

り
、

耕
運

・
そ

ば
の

種
ま

き

・
前

日
の

雨
に

よ
り

中
止

（
翌

日
役

員
6名

で
種

ま
き

実
施

）

農
産

加
工

品
の

製
造

・
販

売
等

・
名

水
そ

ば
打

ち
体

験
・

農
産

物
、

加
工

品
等

の
販

売
・

そ
ば

打
ち

、
ク

ッ
キ

ー
作

り
の

体
験

・
ガ

レ
ッ

ト
作

り
体

験

農
村

資
源

保
全

活
動

・
さ

く
ら

姫
交

流
会

・
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

拡
大

に
よ

り
中

止

■
単
年
活
動
の
写
真

活
動
成
果
、
今
後
の
課
題
・
取
組

＜
成
果
＞

○
単

年
（

お
試

し
）

活
動

を
⾏

う
こ

と
で

、
お

互
い

の
連

絡
手

段
等

の
確

⽴
や

、
集

落
内

で
活

動
の

反
省

点
も

出
て

お
り

、
本

事
業

の
協

定
締

結
後

の
活

動
に

向
け

て
の

イ
メ

ー
ジ

や
準

備
が

で
き

た
。

＜
今
後
の
課
題
、
取
組
＞

○
令

和
４

年
度

に
実

施
し

た
単

年
活

動
を

契
機

と
し

、
令

和
５

年
3月

8日
よ

り
５

年
間

の
協

定
活

動
を

開
始

。
○

農
村

、
企

業
と

も
に

本
事

業
の

メ
リ

ッ
ト

を
感

じ
、

末
⻑

い
活

動
と

な
る

よ
う

無
理

の
な

い
範

囲
で

取
り

組
み

を
⾏

っ
て

い
く

。

○
地

区
所

在
地

気
高

町
殿

○
協

定
締

結
日

令
和

５
年

3月
８

日
（

令
和

４
年

度
に

単
年

活
動

）
○

協
定

者
清

水
の

恵
み

を
守

る
会

明
治

安
田

生
命

保
険

相
互

会
社

■
単
年
（
お
試
し
）
活
動
の
事
業
計
画
概
要
（
令
和
４
年
度
）
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楠
城

地
区

楠
城
地
区

地
区
位
置

項
目

活
動

概
要

活
動
実
績

農
地

・
農

業
用

施
設

の
保

全
管

理
・

保
全

管
理

対
象

と
な

る
農

地
・

施
設

の
現

地
確

認
及

び
作

業
内

容
の

検
討

・
農

道
、

農
業

用
水

路
の

維
持

作
業

・
農

地
・

施
設

（
山

腹
水

路
）

の
現

地
確

認
お

よ
び

打
合

せ
に

よ
る

作
業

内
容

の
検

討

遊
休

農
地

の
再

生
及

び
営

農
作

業
・

有
害

鳥
獣

捕
獲

罠
、

檻
の

設
置

、
管

理
体

験
・

遊
休

農
地

の
現

地
確

認
及

び
草

刈
り

、
耕

う
ん

・
遊

休
農

地
で

の
草

刈
り

及
び

ト
ラ

ク
タ

ー
に

よ
る

耕
う

ん

農
産

加
工

品
の

製
造

・
販

売
等

・
加

工
施

設
の

現
地

確
認

・
捕

獲
し

た
有

害
鳥

獣
の

加
工

品
の

販
売

・
検

討
・

獣
害

対
策

勉
強

体
験

会
・

イ
ベ

ン
ト

「
お

い
し

く
獣

害
対

策
（

シ
カ

肉
レ

ッ
グ

の
解

体
）

」
の

開
催

農
村

資
源

保
全

活
動

・
交

流
拠

点
と

な
る

集
落

周
辺

施
設

の
草

刈
り

等
維

持
管

理
作

業
・

交
流

⾏
事

の
体

験
及

び
検

討

・
バ

ー
ベ

キ
ュ

ー
ハ

ウ
ス

内
設

備
の

シ
ー

ト
張

り
・

農
道

、
水

路
へ

の
消

雪
パ

イ
プ

の
設

置

■
単
年
（
お
試
し
）
活
動
の
事
業
計
画
概
要
（
令
和
４
年
度
）

■
単
年
活
動
の
写
真

活
動
成
果
、
今
後
の
課
題
・
取
組

＜
成
果
＞

○
単

年
（

お
試

し
）

活
動

を
⾏

う
こ

と
で

、
お

互
い

の
連

絡
手

段
等

の
確

⽴
や

、
本

事
業

の
協

定
締

結
後

の
活

動
を

イ
メ

ー
ジ

で
き

た
。

＜
今
後
の
課
題
、
取
組
＞

○
令

和
４

年
度

に
実

施
し

た
単

年
活

動
を

契
機

と
し

、
令

和
５

年
度

よ
り

５
年

間
の

協
定

活
動

を
開

始
。

○
「

共
生

の
⾥

な
わ

し
ろ

」
を

新
た

に
⽴

ち
上

げ
、

農
地

や
水

路
等

の
保

全
管

理
活

動
と

併
せ

て
、

集
落

内
に

あ
る

交
流

施
設

を
活

用
し

た
取

り
組

み
を

企
画

し
、

鳥
取

ガ
ス

株
式

会
社

と
連

携
に

よ
る

地
域

活
性

化
を

図
る

。

○
地

区
所

在
地

国
府

町
楠

城
○

協
定

締
結

日
令

和
5年

５
月

2３
日

（
令

和
４

年
度

に
単

年
活

動
）

○
協

定
者

共
生

の
⾥

な
わ

し
ろ

、
鳥

取
ガ

ス
株

式
会

社
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